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平成１７年の新春を迎え、謹んで新年のお慶びを申し上げますとともに、年頭にあたりご挨拶を申し上げます。

昨年を振り返って見ますと、台風の相次ぐ上陸、新潟県中越地震など数々の天災に見合われた１年であり、まずは被災地の方々に深くお見舞い申し上げます。一方、経済情勢は、一昨年後半より景気回復の動きがみられたにもかかわらず、昨年後半には早くも緩やかながら調整が迫られている感となりました。上期には好調であった企業収益も、米国、中国の引き締め政策による影響、電子・情報関連分野の在庫調整、原油価格や為替の動向など足元に懸念材料が多く、下期には早くも減速感が漂っています。本年は、例年になく、内外の動きを注意深く警戒する必要があるかと思っています。　

さて、我が国の石油化学産業の状況は、昨年、国内需要の緩やかな回復、電子材料の需要盛り上がり、中国を中心としたアジア市場の旺盛な需要等に支えられ、一昨年に引き続き出荷数量を伸ばし、業績予想も上方修正する企業が多く見受けられました。

しかしながら、好転している企業収益も中長期的に見ますと、依然としてその根底にある低収益構造は解決されていません。また、コスト面においても、原油市況高騰を背景に、石油化学工業の主原料であるナフサ価格は昨年も年を通じ高止まり、今年度も予断を許さない状況です。一昨年後半から堅調であったエチレンの生産高も、注意深く見る必要があるかと思います。

本年を展望しますと、国内景気、原料価格高止まりの長期化、円高の加速等、石油化学産業を取り囲む経済環境には厳しいものを覚悟する必要があり、好調な海外需要についても中国の引き締め政策や相次いで稼動する大型石化プラントによる影響もあり、先行き不透明な状況であります。

また、昨年は企業の社会的責任が様々な場で大きくクローズアップされた年でもありました。石油化学業界にも日本の基幹産業として地球環境保護への貢献、省エネルギーへの更なる努力、安全の確保等の責任が求められています。

地球温暖化問題に関しては、昨年ロシアが批准したことにより本年２月に発効する京都議定書で我が国が約束した温室効果ガス削減を行うことが求められます。石油化学産業は従来から諸外国をしのぐ画期的な省エネを実現してきたところですが、引き続きその努力を継続していく必要があります。

安全問題に関しては、各社の自主保安を推進するため保安研究会や保安推進会議での保安情報交流を通じ、保安レベルの向上、産業事故防止に努めると共に、政府の高圧ガス検査制度の見直しに伴い、関係機関と協力して安全維持に係る業界規格の策定等を推進していきたいと考えております。

一方、国際的な経済に目を転じれば、経済がグローバル化するなか、躍進を続ける中国経済との関係は一層緊密になってきているのに加え、アジア地域を中心とする自由貿易の枠組み構築をめざし、ＦＴＡ，ＥＰＡによる経済関係の一層の緊密化が急速に進んできています。昨年末には日・比経済連携協定が基本合意され、タイ、マレーシア、韓国、ＡＳＥＡＮ等との交渉も合意を目指しています。中国、韓国を含めアジア諸国との石化産業の連携・協調はますますその重要性を増してきており、当協会としても、本年５月にはアジア石油化学工業会議（ＡＰＩＣ）２００５会議を横浜で開催致しますが、それに加えて日中石油化学協会交流、日中韓ビジネスフォーラムなど、アジア各国の石化産業との連携・協調を深化させていきます。

石化産業がわが国の基幹産業としてその競争力を維持、強化していくためには、個々の企業が設備の更新、原料多様化や高付加価値製品への構造転換等により更なる体質強化を推し進め、その収益体質を強化することが求められます。

当協会としては、これらを円滑かつ迅速に進捗できるよう諸制度の改善、規制の緩和・撤廃など業界団体としてできる種々の対応を通じ、石油化学産業の発展に貢献してまいりたいと考えていますので、よろしくお願いいたします。

最後に、新年の皆様方のご健勝とご多幸を祈念し、年頭の挨拶とさせていただきます。

